わが国地方自治体における業績管理と業績向上 : 行動的管理会計とニュー・パブリック・ガバナンス by 木村 昭興 & Akinori Kimura
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プローチ、シックスシグマ、ＢＰＲ（Business Process Re-Engineering）、ベンチマーキング、ＴＱＭ（Total 
Quality Management）などに管理会計情報を融合することの意義と有用性に言及し、かつ、その内容を詳
細に体系化している。木村氏が本論文で取り上げたゾイ・ラドナー教授の著作は、管理会計情報を経営管理
手法に関連づけることで、行政マネジメントにおける行動的管理会計の有用性を示唆した唯一とされる先行
研究である。木村氏は本論文でラドナー教授の研究成果を詳細に分析し、先行研究の成果を十分に本論文内
容に反映するとともに、「各手法の内容を理解し、組織の目的に適合する手法を検討する必要がある」とい
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う考察結果にも付言している。
　
　第３に、本論文では、管理会計情報をリーン・アプローチなどの経営管理手法に活用することで、人や組
織の行動により良い影響を及ぼす行動的管理会計のフレームワークの構築が可能であると主張し、そうした
行動的管理会計手法の成功要因と阻害要因を整理している。行動的管理会計の有用性は前出のラドナー教授
の一連の研究から暗黙的には主張されてきたところではあるが、本論文はその内容を明確に解説し、さらに
進展させて、行動的管理会計手法導入の成功要因と阻害要因にまで付言できている。第４章で明示されたリー
ダーシップ、コミュニケーション、業績測定システム、職員の能力開発という４つの成功要因がそれであり、
この結果を導出するに際しても、詳細な文献渉猟から考察を深化させ結語まで導いている。阻害要因につい
ても同様であり、一連の記述は非常に論理的に展開されていて説得的である。さらに本論文では、行動的予
算管理会計手法を援用するに際して特に留意しなければならない自治体の特殊な状況についても考察されて
いる。縦割りの命令系統、職員賃金の低さ、業務フローの理解不足、行政の役割と民間の役割の関係性、あ
まりに多すぎる組織目標などの阻害要因がそれで、これらについても詳細に例証されている。これらの考察
は、何れも民間企業における行動的管理会計の手法を、地方自治体等の公共部門でそのまま展開してはなら
ないという警鐘に値し、自治体における実務的展開への貢献と評価することができる。
　第４に、第５章以下で考察の対象とされているＮＰＧは、ごく最近になってわが国でも研究が始まったば
かりの研究対象で、先行研究も極めて少数という状況である。本論文では、ＮＰＧの提唱者と評価されてい
るステファン・オズボーン教授から実際に面会（インタビュー調査）の機会を得て、ＮＰＧの理論的フレー
ムワークを解明している。特に、行政管理手法からＮＰＭそしてＮＰＧへという自治体のマネジメントとガ
バナンスに関する変遷を詳細に整理し、ＮＰＧの導入が単にマネジメントやガバナンス体制の変更にとどま
らず、公共サービスの業績向上にも大きく貢献することを説明している点は、わが国学会でも先例を見ない
学術的な思考であり独創的であり説得的である。また、本論文で解明したＮＰＧの５原則、すなわち「柔軟
性」「知識と経験の共有」「提供プロセスへの住民の関与」「組織間関係の調整」「提供プロセスとアウトカム
の重視」の明示は、わが国におけるＮＰＧ研究の重要な方向性を示している。そして「柔軟性」に関する原
則からイノベーション生成に向けた地方公共サービスのあり方が検討され、英国政府による公共サービスの
イノベ―ション研究機関であるＮＥＳＴＡの調査結果（特にイノベーションを把握するための正確性や比較
可能性からの指標）が検討されている点は、わが国地方自治体における公共サービスの業績向上（イノベー
ション）の研究に、有用な研究素材を提供しており、貴重な萌芽的研究成果と位置づけることが可能である。
さらに、英国自治体におけるイノベーション事例として紹介している Tri-Borough の事例は、英国内では
著名な事例ではあるが、わが国学会では論文等でいまだ考察されことはなく、本論文ではその実態を現地の
調査（インタビューと質問によるフォロー）を通じて考察対象としている点は、わが国学会と実務社会への
貢献と評価することが適当である。
　第５に、本論文では「知識と経験の共有」を実現するための表彰制度のあり方に関して英国自治体の事例
を詳細に分析し、業績と効率の向上に表彰制度が寄与している実態を解明している。本論文では、英国の政
府系機関によるビーコン・スキームやローカル・イノベーション・アワード、非政府系機関によるＬＧＣ 
アワードに注目し、これまでの表彰の内容と対象、そして、その具体的な事例に対する観察から、英国自治
体は表彰制度通じて、自治体間での情報ネットワークを形成していると結論づけている。この結論からは、
自治体間ネットワークを形成することで、それぞれの自治体は互いに知識と経験を共有することが可能にな
り、そのことが結局は、多様化・高度化している住民ニーズに対応していくための有効な手立てとなるとい
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う重要な示唆が演繹されている。こうした経営学的な主張は、これまで行政学や政治学からのインプリケー
ションが多かったわが国自治体のマネジメント研究に、新たな学術研究上の視点を提示するものであり、行
政学をはじめとするこの分野の研究者に大きな影響を与えるものである。
　第６に、本論文では「提供プロセスへの住民の関与」「組織間関係の調整」「提供プロセスとアウトカムの
重視」に関して、マーケティング等の分野で用いられているコ・プロダクションの概念を援用し、３つの概
念と業績向上の関係を説明することで、ＮＰＧのフレームワークを明瞭に説明している。公共経営の分野で
は、経営学の細目に該当する諸般の学術的視点からの考察や分析が可能である。現在、公共経営の分野で注
目されている一つは、住民満足度の視点から公共マーケティングの手法を導入した政策的意思決定と事務事
業の推進方法の解明である。コ・プロダクションの概念は、この二つの問題を検討する際に学術的に操作性
の高い概念として注目されている。本論文におけるコ・プロダクション概念についての詳細な考察は、こう
した潮流に先駆する貴重な研究成果である。
　ところで、本論文は以上のように、地方自治体における業績管理と業績向上に新たな貢献をもたらす非常
に優れた研究成果であるが、いくつかの問題点や課題を示唆することもできる。これらの問題点や指摘はい
ずれも本論文の学術的価値をいささかも減じるものではないが、学位論文申請者による今後の研究の一層の
発展に期待を寄せる意味で、次の６点を指摘しておきたい。
　第１に、本論文の問題意識は、地方自治体における業績管理と業績向上に行動的管理会計とニュー・パブ
リック・ガバナンスの知見を援用することにある。その際、地方自治体の現状と課題をわが国自治体の行政
改革の状況から抽出し、その解決のための考察を、英国の研究者と地方自治体における先進事例を対象に行っ
ている。したがって、本論文の考察は「わが国自治体が抱える現状と課題を英国の先進事例の考察に基づき
解決する」という視点をより明確にして、諸般の考察を展開することが適切であったのではないかと考えら
れる。そうすることで、たとえば第６章でニュー・パブリック・ガバナンスの有用性を主張する際に、わが
国地方自治体における連携手法の問題点の解決に、どうＮＰＧが寄与貢献するのかを検討することが可能で
あったし、第７章で英国の表彰制度の有用性を検討したのであれば、わが国の地方自治体を対象とした表彰
制度について、その課題を挙げて課題解決のための示唆を英国事例から列挙するなど、より詳細な論究が可
能であったと考えられる。
　第２に、地方自治体は事業や施策における効率性と有効性を同時に達成しなければならないという主張に
ついて、本論文では個々の課題ごとにどう対処すべきかについては明確に示されている。しかし、これらを「同
時に」達成するためにどうすべきかについて、一層の踏み込んだ研究が期待される。本論文で言えば、伝統
的行政管理における効率化の進め方、ＮＰＭ、ＮＰＧという三様の考え方をもとにして、効率性と有効性の
同時達成を企図した研究が求められるのではないだろうか。
　第３に、効率性と有効性の向上のためには、管理会計や管理会計情報の行動的側面からの考察が有効であ
ると本論文では主張している。このことは説得的である。しかしそうした主張の客観性をより高めるために
は、管理会計情報が従業員の行動にどう影響するかについての考察を、さらに詳細に進めるべきである。具
体的には、論文で考察されているリーン・アプローチ、シックスシグマ、ビジネス・プロセス・リエンジニ
アリング、ＴＱＭ等の実施において、管理会計情報がいかに人間行動に影響を与え効率性と有効性を高める
かについて、今後の実証的な研究が期待される。また、第３章と第４章で主張されるように、行動的管理会
計が政府部門の改革に有効であるならば、わが国地方自治体における行政評価をツールとして、予算編成や
総合計画の進捗管理にどう行動的管理会計を適用するかについての具体的な手法にまで踏み込んだ考察が期
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待される。
　第４に、用語について本論文の精度をより向上させる意味で指摘しておきたい。まず第１章の「成果」「ア
ウトカム」「価値」という３つの用語については、その定義と使い分けが必ずしも明確ではない（６頁と18頁）。
また、第４章の記述について、８３頁の第１段落の「行政サービスの質は、定量的にも定性的にも明確にす
る必要性は乏しい」とあるが、業績測定や業績管理の必要性をどうとらえるべきかについて、説明が必要で
ある。さらに、83頁の第２段落の記述「効率性を向上させるように改善運動に取り組む必要がある」という
部分に関連して、第Ⅳ節は「有効性向上に向けた方策」を示すところではないか。第５章の記述について、
100頁の図表５－６中、ＮＰＭにおける「サービスの提供主体」は「地方自治体」となっているが、市場原
理に基づいて「その他の主体」ではないのか。また、同じ図表中、ＮＰＭにおける「評価の対象」は「行動
活動の成果」、ＮＰＧでは「サービスの提供プロセス」となっているが、99頁の記述では、「ＮＰＧはＮＰＭ
に比べて、サービス・プロセスやアウトカムに目を向けている」とあることから、ＮＰＧでもプロセス責任
を共有することで「成果（アウトカム）」を評価の対象としていると理解すべきではないか。この他、本論
文を構成する基礎概念でもある業務改善運動と行動的管理会計との関係、および表彰制度とＮＰＧとの関係
については、より詳細な考察や言及が必要である。
　第５に、本論文において文献研究は十分になされていると評価するものの、ＮＰＧにおいて「ガバナンス」
に焦点を当てている以上、ガバナンス論については、欧州で1990年代前半から論じられてきた「多層的ガバ
ナンス論（Multi-Level Governance）」の文献研究が必要だったのではないかと思料される。
　第６に、本論文中の章や節のタイトルについてである。本論文では、英国関係の記述が各章で大きな比率
を占めていることから、関係する各章の副題に「英国政府・自治体の事例研究」のような文言を入れておく
方が、タイトルとしてはより適切なものになると考えられる。
　最後に、本論文には以上のような問題点と課題が残るとはいえ、これらはいずれも今後の研究の発展の方
向性や諸データと研究資料のアップデートの必要性を示すものであり、本研究の本質的な意義と価値を揺る
がすものではまったくなく、研究の緻密さと研究手法としての独創性、さらには、膨大な文献等考察結果か
ら導出された結論の妥当性を歪めるものでもない。むしろ指摘の多くは、本論文の精緻な分析や考察を通じ
て、今後の研究課題がかえって明確化されたものと位置づけることが妥当である。
　加えて本学位申請論文の申請者である木村昭興氏は、査読論文１本を含め合計４本の研究論文（単著２本・
共著２本＜うち１本は第一著者＞）の他、共著の翻訳書１冊、分担執筆書１冊、さらには、合計３回の学会
全国大会報告と合計２回の国際会議（バングラデッシュ）での報告、合計８回の英国における自治体等調査
を行っている。文献の考察対象も先行研究を含め、博士学位論文にふさわしい十分な分量となっている。ま
た、英国自治体調査では、ケンジントン・チェルシー特別区とハマースミス・フルハム区における事務総長
のＰＰＰ（Public Public Partnership）に関するイノベーションの先進事例を発見して学位申請論文の第６
章で紹介するなど、地方自治体の業績向上に関して極めて斬新な研究領域を発掘し、今後の学術研究におけ
る発展にも大きく寄与貢献する知見を示唆できている。
　以上により審査委員会は全員一致で、木村昭和興氏の学位申請論文が博士（先端マネジメント）の学位に
相当する論文であると判断し、ここに報告するものである。
